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給特法等の一部改正案の国会提出
小川 正人

政府は、教職調整額10％増等を盛り込んだ、給特

法※等の一部を改正する法律案（以下、一部改正法

案）を閣議決定（2025年２月７日）し、通常国会に提

出した。政府は、今通常国会での成立を期している。

一部改正法案は、①学校の働き方改革の一層の

推進、②主務教諭の創設、③教員の処遇改善をカバ

ーし、給特法の他、関連する地教行法等も一部改正

されることになる。本稿では紙幅の関係上、①と③を

紹介する。

働き方改革推進のための改正案

①給特法の一部改正案は以下の通りである。

(1) ７条の指針内容に業務量管理だけでなく新たに

「健康確保措置」を加え、「業務量管理・健康確保措

置」に関する指針を文科大臣が定めること（７条２項）

(2) 新条文に８条（業務量管理・健康確保措置実施

計画の策定等）を設け、教委に実施計画の策定義務

（１項）と、実施計画に盛り込む事項（目標、内容、そ

の他必要事項）を明示したこと（２項）

(3) 実施計画の策定、変更等は公表し、総合教育

会議に報告すること（８条３項）

(4) 教委は、毎年度、実施計画の実施状況を公表

するとともに総合教育会議に報告すること（８条４項）

(5) 都道府県教委は、市区町村教委に対し、実施

計画の策定、その円滑かつ確実な実施に関し必要

な指導、助言その他の援助を行うよう努めること（８

条５項）

加えて、公立学校が学校評価の結果に基づき講

ずる学校運営の改善を図るための措置が、実施計

画に適合するよう義務付け（学校教育法42条）、また、

学校長が学校運営協議会の承認を得ることになって

いる学校運営に関する「基本的な方針」に、実施計

画の内容を含めること（地教行法47条の５）等、学校

における実施計画の確保を図るような関係法改正案

となっている。

市町村への一層の支援が不可欠

文科省「令和６年度 教育委員会における学校の

働き方改革のための取組状況調査」（公表：令和６年

12月）等からも明らかなように、学校の働き方改革の

取組やその実施状況の公表、総合教育会議との連

携・協働は、総じて市町村が遅れている。

一部改正案は、とくにそうした市町村の取組強化

を図ることが意図されているように思われる。一部改

正法案にその効果を期待したいが、他方で、人的・

財的等の資源が乏しい市町村の取組を促し成果を

あげるには、国と都道府県による市町村への個別具

体的な支援も欠かせない。

教職調整額の増額と学級担任手当

③教員の処遇改善に関係する給特法と教育公務

員特例法の一部改正案は以下の通りである。

(1) 教職調整額を10％まで段階的に引き上げる（給

特法３条１項、附則２項）（幼稚園教員を除く）、ただし

指導改善研修を受けている教員には調整額を支給

しない（給特法３条、５条）

(2) 義務教育等教員特別手当については、校務類

型に応じて支給することとし、その額は校務類型に

係る業務の困難性等を考慮して条例で定める（学級

担任への加算を想定）（教育公務員特例法13条）

学級担任手当に関しては、複数担任制等を実施し

ている自治体・学校から懸念の声があがったが、中

教審答申では、「複数の教師で学級担任業務を分担

している場合には、給与負担を担う都道府県・指定

都市の判断により、その分担に応じて支給することな

ども考えられる」としていたことから、国会審議では自

治体の判断を尊重することの確認が必要である。

（おがわ・まさひと＝東京大学名誉教授）
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